様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　２０２１年１０月８日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）　かぶしきかいしゃ　うちだようこう
                 一般事業主の氏名又は名称　　　株式会社　　　　　内田洋行
（ふりがな）　　おおくぼ　のぼる
               （法人の場合）代表者の氏名　　　大久保　　昇         印
住所　〒104-8282
東京都中央区新川2-4-7
法人番号　1010001034730　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	内田洋行グループ　第16次中期経営計画（2022年7月期〜2024年7月期）について

	公表日
	2021年9月10日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社Webサイトにて公表
https://www.uchida.co.jp/company/ir/policy/management.html
「持続的成長に向けて」に記載。

	記載内容抜粋
	内田洋行グループは、「働き方変革」「学び方変革」「場と街づくり変革」に取り組むことを、2015年から先駆けて方針として掲げました。コロナ禍を経た2021年、この方針の先につながる、デジタル化社会の実現、「人」と「データ」への投資の強化、新たな地方創生という大きな社会課題の解決に挑戦します。
第16次中期経営計画では、従来のマネジメントから脱却を図り、売上構成で三分の二となるICT事業を基盤として活用し、ICTと環境の両方のリソースを駆使することで、グループ全体で新たなダイナミズムを生み出すことから、2025年以降に予想される大きな社会構造変化に対処することを目指します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	内田洋行グループ　第16次中期経営計画（2022年7月期〜2024年7月期）について

	公表日
	2021年9月10日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社Webサイトにて公表
https://www.uchida.co.jp/company/ir/policy/management.html
「第16次中期経営計画の考え方」に記載。

	記載内容抜粋
	（1）2025年を見据えながら、コロナ後の景気回復と新たな需要への対応
○大手民間市場へのリソース集中
· 生産性向上に直結するオフィス構築
· DX時代に向け、シェアの高いソフトウエアと顧客基盤の連携から新たな競争優位を形成
○ICT×環境への挑戦（独自性の発揮）
· 人とデータを結びつける環境構築とICT構築の事業連携
○民間のDX対応と中堅中小での業種特化
· マイナンバー、電子帳票、電子インボイスで加速するDXに向けた強化
· 食品業、建設業、社会福祉、化成品業の深堀と新たな業種への展開
○公共のDX
· GIGAスクール後の新需要への対応へプラットフォームの強化
· 政府・自治体のシステム標準化にむけたDX推進への対応
○再度地方創生の高まり
· 地方の公共需要、コロナ後の対策拡大への対応

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「第16次中期経営計画の考え方」に記載。

	記載内容抜粋
	（2）2025年以降を見据えた中核事業の再構築に向けて
新たな競争優位の獲得を推進するには、従来事業を横断した施策が必要となる。15次中計で着手した再編から中核事業の再構築に入る。まずは先行して、公共ICT、地域施設で組織を、ICTエンジニアでは人材とスキルに横串を通すことを推進する統括を置き、変革のスピードアップを図る。今後は、大手民間市場などを念頭に、市場と事業スキルを縦横の軸とした4つのマトリクスに沿って、新たな統括の設置やグループ各社を含む再編等により柔軟に再構築を進める。



② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「第16次中期経営計画の考え方」に記載。

	記載内容抜粋
	（3）ダイナミズムを創出するための構造の見直しを支えるマネジメント改革
○情報システムのグループ対応
· 会計・販売管理のグループ統合
· 単体・グループ人事IDの統合とグループネットワーク基盤の増強
· 新たなビジネスモデルに対応できるシステム化（サブスクリプションモデル）
これらを通じてデータの可視化と新たなビジネスモデルの対応を進める



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 内田洋行グループ　第16次中期経営計画（2022年7月期〜2024年7月期）について
2 2021年7月期　アナリスト様向け決算説明会資料

	公表日
	1 2021年9月10日
2 2021年9月14日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 当社Webサイトにて公表
https://www.uchida.co.jp/company/ir/policy/management.html
「利益計画の考え方」に記載。
2 当社Webサイトにて公表
https://www.uchida.co.jp/company/ir/pdf/20210914.pdf
（p.70～p.72）「３．2022年7月期 通期の見通し」

	記載内容抜粋
	1 
2025年以降に向けての中核事業再編ならびにグループ経営推進のため、システム投資や人材投資、ICT関連の製品・サービス開発など、将来に向けた投資を見込みます。
＜第16次中期経営計画（2024年7月期）目標値＞
売上高　2200億円以上
営業利益　60億円以上
2 
（p.71）2022年7月期 連結業績見通し
（p.72）2022年7月期 セグメント別見通し



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年9月14日

	発信方法
	2021年7月期　アナリスト様向け決算説明会資料
https://www.uchida.co.jp/company/ir/pdf/20210914.pdf

	発信内容
	第16次中期経営計画に沿って、当社が目指すべき姿と方向性に関して以下を情報発信しています。
· DX時代の「働き方」を見据え、「民間DX」「公共DX」を推進する為のソリューション展開。
· DX時代の「学び方」を見据えた教育プラットフォームの構築。
· 事業を横断したDX施策を推進し、新たな競争優位のための中核事業の再編。
· 社内DXを促進し、ダイナミズムを創出するためのマネジメント改革及び当社グループ全体へのITインフラの展開。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年5月～2021年7月（自己診断実施期間）

	実施内容
	「DX推進指標自己診断フォーマットver2.1」に記入の上、提出いたします。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2000年7月19日以降段階的に強化し継続しています。

	実施内容
	内田洋行グループ会社案内　CSRレポート
https://www.uchida.co.jp/company/data/corporate.pdf
（p.36）情報処理安全確保支援士人数：43名
（p.50～51）「2.情報セキュリティとサービス品質」　内田洋⾏グループでは、2000年7月19日に「プライバシーマークを取得」し継続的に更新を行っています。また、2010年1⽉に「内田洋行グループ 情報セキュリティガイドライン」を定め、定期的に見直しを⾏っております。更に、SE部門を中心に情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）に関する国際規格（ISO27001）を2007年1月に取得し継続的に更新しています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

